
 

299 

18 

災
害
対
策
特
別
委
員
会 

 

 

 

 

       

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 災害対策特別委員会 

【第201回国会】

（1）委員名簿（40人）

委員長 山本  幸三君 自民

理 事 原田  憲治君 自民 理 事 原田  義昭君 自民

理 事 藤丸   敏君 自民      理 事 堀井   学君 自民 

理 事 三ッ林 裕巳君 自民      理 事 岡島  一正君 立国社 

理 事 下   みつ君 立国社     理 事 濱村   進君 公明 

小里  泰弘君 自民          大岡  敏孝君 自民 

金子  俊平君 自民          金子  恭之君 自民

神山  佐市君 自民          工藤  彰三君 自民 

小林  史明君 自民          坂本  哲志君 自民 

杉田  水脈君 自民          田野瀬 太道君 自民 

髙木   啓君 自民          谷   公一君 自民 

谷川  とむ君 自民          中根  一幸君 自民 

根本  幸典君 自民          鳩山  二郎君 自民 

深澤  陽一君 自民          船橋  利実君 自民 

宮路  拓馬君 自民          池田  真紀君 立国社 

柿沢  未途君 立国社         小宮山 泰子君 立国社 

髙木 錬太郎君 立国社         武内  則男君 立国社 

本多  平直君 立国社         緑川  貴士君 立国社 

早稲田 夕季君 立国社         江田  康幸君 公明 

桝屋  敬悟君 公明          田村  貴昭君 共産 

森   夏枝君 維新 

（2）設置の目的

災害対策を樹立するため 

（3）議案審査等

委員会提出法律案は１件で、その概況は、次のとおりである。

地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法

律の一部を改正する法律案（災害対策特別委員長提出、衆法第６号） 

○ 要旨

地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律に基づく地震対策緊急整備事業の実施状況に鑑み、法律の有効期限を令和７年３

月31日まで延長する等の措置を講ずるもの 

○ 内閣の意見の聴取

○ 結果

成案・提出決定 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 3.18 

衆・委員会 

議決日 

結 果 

3.18 
成案・提出決定(全) 

(賛-自民・立国社・ 
公明・共産・維新) 

衆・本会議  

議決日 

結 果 

3.19 

可決 

 

 趣旨説明 
付託日 

質疑 
提案理由 

 

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

災害対策特 
3.27 
可決 

参・本会議 

議決日 

結 果 

3.27 

可決 

公布日

番 号

3.31 

法７号 
 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑及び委員派遣が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 南海トラフ沿いで「半割れ」等が観測された場合の、社会・経済への影響を踏まえ

た住民の一時的避難等の在り方 

・ 関東大震災の教訓を首都直下地震対策や国土強靱化の取組に生かす必要性 
じん

・ 災害時における地方公共団体から住民への情報発信能力向上に向けた国の取組 

・ 新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営の在り方 

・ 被災者生活再建支援法による支援対象の拡充 

・ 避難所における性被害防止のための取組 

（閉会中審査） 

・ 令和２年７月豪雨への対応 

 

（5）委員派遣  

派遣日 派遣地名 派 遣 目 的 派遣委員

(閉会中) 

令和 

 2. 8. 7 

熊本県 令和２年７月豪雨による被害状況等調査 14人 

 

 

 

 

 

 

 

     

                

   

 

  

球磨村総合運動公園での意見交換（熊本県

球 磨 村 ）                 

青井阿蘇神社（熊本県人吉市） 
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【第202回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 山本  幸三君 自民 

理 事 原田  憲治君 自民      理 事 原田  義昭君 自民

理 事 藤丸   敏君 自民      理 事 堀井   学君 自民 

理 事 岡島  一正君 立国社     理 事 下   みつ君 立国社

理 事 濱村   進君 公明 

青山  周平君 自民          井上  貴博君 自民 

小倉  將信君 自民          小里  泰弘君 自民

大岡  敏孝君 自民          金子  俊平君 自民 

金子  恭之君 自民          神山  佐市君 自民 

工藤  彰三君 自民          小林  史明君 自民 

杉田  水脈君 自民          平   将明君 自民 

髙木   啓君 自民          谷   公一君 自民 

中谷  真一君 自民          中根  一幸君 自民 

丹羽   秀樹君 自民          根本  幸典君 自民 

深澤  陽一君 自民          松本  洋平君 自民 

池田  真紀君 立国社         柿沢  未途君 立国社 

小宮山 泰子君 立国社         髙木 錬太郎君 立国社 

武内  則男君 立国社         本多  平直君 立国社 

緑川  貴士君 立国社         早稲田 夕季君 立国社 

江田  康幸君 公明          桝屋  敬悟君 公明 

田村  貴昭君 共産          森   夏枝君 維新 

（2）設置の目的

災害対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案はなかった。
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【第203回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 金子  恭之君 自民

理 事 井上  貴博君 自民       理 事 小里  泰弘君 自民 

理 事 原田  義昭君 自民       理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 堀井   学君 自民       理 事 近藤  和也君 立民 

理 事 早稲田 夕季君 立民       理 事 大口  善德君 公明 

井出  庸生君 自民           大岡  敏孝君 自民 

金子  俊平君 自民           神山  佐市君 自民 

工藤  彰三君 自民           小林  史明君 自民 

杉田  水脈君 自民           平   将明君 自民

髙木   啓君 自民            武部   新君 自民

出畑   実君 自民            中谷  真一君 自民

中根  一幸君 自民           根本  幸典君 自民 

原田  憲治君 自民           深澤  陽一君 自民 

松本  文明君 自民           山本  幸三君 自民 

池田  真紀君 立民           岡島  一正君 立民 

柿沢  未途君 立民           神谷   裕君 立民 

小宮山 泰子君 立民           佐藤  公治君 立民 

髙木 錬太郎君 立民           山本 和嘉子君 立民 

江田  康幸君 公明           岡本  三成君 公明 

田村  貴昭君 共産           美延  映夫君 維新 

古川  元久君 国民 

（2）設置の目的

災害対策を樹立するため

（3）議案審査等

付託された議案は、内閣提出法律案１件、委員会提出法律案は１件で、審査等の概況は、

次のとおりである。 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案（内閣提出第２号） 

○ 要旨

被災者の居住の安定の確保による生活の再建を支援するため、被災者生活再建支援金の

支給対象となる被災世帯の範囲を、半壊世帯のうち大規模半壊世帯には至らないが相当規

模の補修を要する世帯まで拡大する措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決

○ 審査経過

提出日 

令和 

 2.10.30

衆・委員会 

付託日

11.16 

提案理由

11.17

質疑

11.19

議決日 
結 果 

11.19 
可決(全) 

(賛-自民・立民・公明・
共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

11.20

可決 

参・委員会

議決日
結 果

災害対策特
11.27 
可決 

参・本会議

議決日
結 果

11.30

可決 

公布日 

番 号 

12. 4 

法69号
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令和２年７月豪雨災害関連義援金に係る差押禁止等に関する法律案（災害対策特別委員長提

出、衆法第７号） 

○ 要旨 

令和２年７月豪雨災害関連義援金に係る拠出の趣旨に鑑み、被災者等が自ら同義援金を

使用することができるようにするため、差押えを禁止する等の措置を講ずるもの 

○ 結果 

成案・提出決定 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2.11.20

衆・委員会    

趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

 

11.20 

成案・提出決定(全) 
(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民) 

衆・本会議

議決日

結 果

11.24 
可決 

参・委員会

議決日

結 果

災害対策特 
12. 2 

可決 

参・本会議

議決日 

結 果 

12. 4
可決

 
 

公布日 

番 号 

12.11 
法77号 

 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 令和２年７月豪雨における避難勧告等の発令実績及びコロナ禍の下にあった避難所

の状況 

・ 避難所としての旅館、ホテル等の活用を、コロナ禍における３密（密閉、密集、密

接）対策としてではなく、恒久措置として災害救助法に位置付ける必要性 

・ コロナ禍における被災地の復旧を支援するためのＰＣＲ検査の実施体制 

・ 令和２年７月豪雨に係るなりわい再建支援補助金について、多くの被災事業者が制

度を活用できるように制度の運用や資格要件を見直す必要性 

・ 介護施設における感染症や災害への対応を進めるための方策として事業継続計画

（ＢＣＰ）の策定を義務化することについての検討状況 

・ 避難行動要支援者の個別計画の策定を促進するための今後の取組 

・ 南海トラフ地震による津波が発生した場合に水没が予想される地下街等の安全対策

に係る国及び地方公共団体の取組 

・ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に引き続き、インフラ老朽化

対策等を盛り込んだ新たな５か年計画を策定する必要性 

じん

 




